
（単位：百万円）

差額
（決算－予算）

収入

　運営費交付金 10,092 10,941 849 （注１）

　施設整備費補助金 925 1,053 128 （注２）

　船舶建造費補助金 - - -

　補助金等収入 4,280 4,547 267 （注３）

　大学改革支援・学位授与機構施設費交付金 10 10 0

　自己収入 32,739 32,294 △ 445

授業料、入学料及び検定料収入 3,755 3,330 △ 425 （注４）

附属病院収入 28,654 28,529 △ 125 （注５）

財産処分収入 - - -

雑収入 330 435 105 （注６）

　産学連携等研究収入及び寄附金収入等 3,476 4,113 637 （注７）

　引当金取崩 228 244 16

　長期借入金収入 920 917 △ 3

　貸付回収金 - - -

　目的積立金取崩 397 179 △ 218 （注８）

　引当特定資産取崩 - - -

　国際卓越研究大学研究等体制強化助成 - - -

　大学運営基金取崩 - - -

53,067 54,298 1,231

支出

　業務費 42,787 42,749 △ 38

教育研究経費 14,767 14,807 40

診療経費 28,020 27,942 △ 78

　施設整備費 1,854 1,981 127 （注９）

　船舶建造費 - - -

　補助金等 3,883 2,786 △ 1,097 （注10）

　産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 3,476 2,977 △ 499 （注11）

　貸付金 - - -

　長期借入金償還金 1,067 1,062 △ 5

　大学改革支援・学位授与機構施設費納付金 - - -

　国際卓越研究大学研究等体制強化助成事業費 - - -

53,067 51,555 △ 1,512

- 2,743 2,743

○予算と決算の差異について

　授業料、入学料及び検定料収入については、令和７年度の高等教育修学支援新制度の支援拡大に伴い、授業料及び入
学料収入が見込みより減少したことにより、予算額に比して決算額が４２５百万円少額となっています。

　目的積立金取崩については、前中期目標期間繰越積立金を取崩して実施する予定であった事業等を自己収入により実
施したことにより、予算額に比して決算額が２１８百万円少額となっています。

（注４）

（注５）

（注７）

（注８）

（注９）
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区　　　分 予算額 決算額 備　考

　運営費交付金については、当初予算段階では予定していなかった教育・研究基盤の維持に係る補正予算が交付された
こと及び退職手当の追加配分があったことにより、予算額に比して決算額が８４９百万円多額となっています。

　補助金等収入については、当初予算段階では予定していなかった国及び地方公共団体等からの補助金の受入があった
ため、予算額に比して決算額が２６７百万円多額となっています。
　また、補助金等収入には、授業料等減免費交付金が８４９百万円含まれており、本補助金は授業料等免除に使用して
おります。

計

計

収入－支出

（注１）

（注３）

（注２） 　施設整備費補助金については、当初予算段階では予定していなかった補助金の追加配分があったことに伴い、予算額
に比して決算額が１２８百万円多額となっています。

　附属病院収入については、入院患者数が減少したことにより、予算額に比して決算額が１２５百万円少額となってい
ます。

　産学連携等研究収入及び寄附金収入等については、受託研究契約等の増加や寄附金の獲得に努めたことなどにより、
予算額に比して決算額が６３７百万円多額となっています。

（注２）に示した理由により、予算額に比して決算額が１２７百万円多額となっています。

（注６） 　雑収入については、当初予定していなかった保険金収入や財務収益の増加により、予算額に比して決算額が１０５百
万円多額となっています。



  補助金等については、設備調達計画の見直しにより支出が当初予算段階より減少したため、予算額に比して決算額が
１，０９７百万円少額となっています。

（注11）

（注10）

　産学連携等研究経費及び寄附金事業費等については、寄附金による支出が当初予算段階より減少したため、予算額に
比して決算額が４９９百万円少額となっています。




